








IV .  

 用語集 



no. 用語 用語解説

1 API
Application Program Interfaceの略。アプリケーションを利用するために用意
されたプログラム群のこと。また、そのプログラム群の利用規約のこと。

2 ASP

Application Service Providerの略。ビジネス用アプリケーションソフトをイン
ターネットを通じて顧客に提供する事業者を指す。また、当該事業者がビジ
ネス用アプリケーションソフトをインターネットを通じて顧客に提供するサービ
スを「ＡＳＰサービス」という。

3 BPM
Business Process Managementの略。業務管理手法のひとつで、業務の流
れを単位ごとに分析・整理することによって、問題点を見出し、最適な作業の
仕方を模索する、管理手法のこと。

4 BPR
Business Process Reengineeringの略。業務内容、業務の流れ、組織構造を
最適化するための業務改革のこと。

5 CSR Corporate Social Responsibilityの略。企業の社会的責任のこと。

6 DBMS
DataBase Management Systemの略。共有データとしてのデータベースを管
理し、データに対するアクセス要求に応えるソフトウェアのこと。

7 DRM
Data Reference Modelの略。データ参照モデルのこと。組織を超えて共有さ
れる可能性の高いデータ・情報について、名称、定義および各種の属性（桁
数など）を統一的に記述したモデルのこと。

8 DWH
Data WareHouseの略。時系列に蓄積された大量の業務データの中から、各
項目間の関連性を分析するシステムのこと。

9 EA
Enterprise Architectureの略。組織の業務手順や情報システムの標準化、組
織の最適化を進め、効率よい組織の運営を図るための方法論のこと。ある
いは、そのような組織構造を実現するための設計思想・基本理念のこと。

10 e-Gov 総務省行政管理局の運営する総合的な行政ポータルサイトのこと。

11 eLTAX
地方税ポータルシステムの呼称で、地方税における手続き申告、申請、納税
などの手続を、インターネットを利用して電子的に行うシステムのこと。

12 e-Tax 日本の国税に関する国営オンラインサービスシステムの呼称のこと。

13 LGWAN
Local Government Wide Area Networkの略。地方公共団体の組織内ネット
ワークを相互に接続する行政専用のネットワークのこと。

14 OLAP
On-line Analytical Processingの略。蓄積したデータベースを多次元的に解
析し、視覚化するシステムのこと。

15 PKI
Public Key Infrastructureの略。公開鍵と秘密鍵のキーペアからなる公開鍵
暗号方式という技術を利用したセキュリティのシステムのこと。

16 FTP
File Transfer Protocolの略。インターネットやイントラネットなどのTCP/IPネッ
トワークでファイルを転送するときに使われるプロトコル。

17 SaaS
Software as a Serviceの略。ネットワークを通じてアプリケーションソフトの機
能を顧客の必要に応じて提供する仕組みのこと。

18 SEM
Search Engine Marketingの略。検索エンジンを通じてサイトへの訪問者を増
やすマーケティング手法のこと。

19 SEO
Search Engine Optimizationの略。SEMの具体的な方法のひとつで、ロボット
型検索エンジンに上位表示させるための手法のこと。

20 SOA

Service Oriented Architectureの略。大規模なシステムを「サービス」の集ま
りとして構築する設計手法のこと。サービスとは、外部から標準化された手
順によって呼び出すことができるひとまとまりのソフトウェアの集合であり、単
体で人間にとって意味のある単位の機能を持つものを指す。

21 SOAP
Simple Object Access Protocolの略。XMLやHTTPなどをベースとした、他の
コンピュータにあるデータやサービスを呼び出すためのプロトコルのこと。

22 XBRL
eXtensible Business Reporting Languageの略。各種財務報告用の情報を作
成・流通・利用できるように標準化されたXMLベースの言語のこと。

23 XML
Extensible Markup Languageの略。文書やデータの意味や構造を記述するた
めのマークアップ言語の一つ。マークアップ言語とは、「タグ」と呼ばれる特定
の文字列で情報の意味や構造、装飾などを指定する言語のこと。

24 アクセス制御機能 利用者がどの機関のどのサービスを利用可能か管理する機能のこと。

25 一時情報保管機能
業務プロセスの途中状況、各接続機関からの結果情報を一時的に保管して
おく機能のこと。

26 イノベーション
全く新しい技術や考え方を取り入れて新たな価値を生み出し、社会的に大き
な変化を起こすこと。

27 インターフェース
二つのものの間に立って、情報のやり取りを仲介するもののこと。また、その
規格のこと。

28 インテリジェント検索機能
利用者が、具体的な行政手続名や書類名を知らなくても、最小限の情報で
必要な情報を検索できるようにする機能のこと。

※英字略称はABC順、その他は五十音順
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no. 用語 用語解説

29 Webサービス技術
HTTPなどのインターネット関連技術を応用して、SOAPと呼ばれるXML形式
のプロトコルを用いメッセージの送受信を行うことによって、ソフトウェアの機
能をネットワークを通じて利用できるようにする技術のこと。

30 ウォークスルー
一般的に、プログラムの仕様やプログラムそのものに誤りがないかどうか
を、プログラム全体にわたってチェックすることを意味するが、本文中では定
義した機能に抜けや漏れがないかを確認する手法として示している。

31 エージェント 利用者の代理人のこと。

32 エージェント型情報提供機能
利用者の代理人（エージェント）として、公共サービスポータルが行政情報を
検索、収集し、更新情報等を提供する機能のこと。

33 ガジェット技術
他のWebサイトに容易にサービスを貼り付けられる技術のこと。例えば、
OpenSocialというような共通規格によってサービスを部品化することで、他の
Webサイトによるサービス提供が容易に可能となる。

34 カスタマイズ機能
利用者が公共サービスポータルに表示する情報やレイアウト等を自由に設
定する機能のこと。

35 霞が関WAN
各省庁のLAN（庁舎内ネットワーク;Local Area Network）を結ぶ省庁間ネット
ワーク(Wide Area Network)のこと。

36 ガバナンス
組織や社会に関与するメンバーが主体的に関与を行なう、意思決定、合意
形成のシステムのこと。

37 行政情報カタログ
公開データを統一的に検索可能とするために、書誌的な情報を付与するた
めのルールを定めたもの。

38 行政情報作成ガイドライン
行政が保有する情報をXML形式で記述する際に情報共有を阻害しないよう
最低限遵守すべきルールを定めたもの。

39 業務プロセス管理機能
サービスの順番やステータスなどを管理し、業務プロセスの制御を行う機能
のこと。

40 コード変換ライブラリ 各種コードの表現形式（変換ロジックとテーブルの雛形）の集合体のこと。

41 サービスバス
連携対象のデータやサービスを流通させるための通り道のこと。一般的にミ
ドルウェアで実装され、標準をベースとしたメッセージ形式での連携を可能と

42 サービスレジストリ
どんなサービスがどのシステムに実装されているか場所の管理、サービスの
機能の記述、サービスの利用方法（パラメータ，メソッド，メッセージ構造）等、
Webサービスを利用するために必要な情報のこと。

43 重点71手続

オンライン利用拡大行動計画（平成20年9月12日ＩＴ戦略本部決定）におい
て、国民が広く利用するオンライン化された手続のうち、国民や企業による
利用頻度が高い年間申請等件数が100万件以上のもの及び100万件未満で
あっても主として企業等が反復的又は継続的に利用する手続等のこと。

44 スキーマ データの構造のこと。
45 ステークホルダー 組織等における利害関係者のこと。
46 セキュリティリスク システムとそこで扱われるデータの保全を脅かすリスクのこと。
47 セグメント 全体をいくつかに分割したうちの一つのこと。

48 疎結合
システムの要素同士の関連が最小限の影響で結合・連携している状態のこ
と（独立性を担保しつつ結合すること）。

49 地域情報プラットフォーム
地方公共団体や国・民間等の情報システム同士が相互に接続・連携するこ
とを可能にするために定められた、地方公共団体等の各システムが予め準
拠すべき業務面・技術面の標準（ルール）のこと。

50 ディレクトリ機能
利用者の希望するサービスの管理や、業務上の処理要求の送り先機関の
所在の管理、利用者の利用するID（ログインID）と送り先機関とやり取りする
ID（連携用ID）の関係づけを行うもの。

51 データベース
複数のアプリケーションソフトまたはユーザによって共有されるデータの集合
のこと。

52 データストア データやファイルを保管する領域のこと。

53 データマイニング
小売店の販売データや電話の通話履歴、クレジットカードの利用履歴など、
企業に大量に蓄積されるデータを解析し、その中に潜む項目間の相関関係
やパターンなどを探し出す技術のこと。

54 電子署名
デジタル文書の正当性を保証するために付けられる、暗号化された署名情
報。また、そのような署名を行なうための技術および一連の手順のこと。

55 トランザクション 関連する複数の処理を一つの処理単位としてまとめたもの。

56 認証・署名機能
オンラインで本人確認をするためのオンライン認証機能と電子データの作成
者の実証と電子データの真正性を確認するための電子署名の機能のこと。

57 バックオフィス
一般的に財務会計、人事給与管理、購買管理、生産管理等の基幹業務のこ
と。本文中においては、行政機関・民間機関の基幹業務も含めてバックオ
フィスと呼称している。

※英字略称はABC順、その他は五十音順
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no. 用語 用語解説

58 プッシュ型サービス
利用者が能動的に情報を取得するのではなく、発信者が利用者にネットワー
クを利用して情報を提供するサービスのこと。

59 プル型情報提供機能
利用者に必要な情報を簡便に探してもらうために、必要な情報をわかりやす
く整理して提供する機能（ホームページによる情報提供等）のこと。

60 プロアクティブ 問題になる前に（先のことを考えて） 事前に対策を講じること。

61 プロトコル
ネットワークを介してコンピュータ同士が通信を行なう上で、相互に決められ
た約束事の集合のこと（通信手順や通信規約等のこと）。

62 フロントオフィス 住民や企業との接点業務のこと。
63 ポータルサイト インターネットの入り口（玄関口）となるウェブサイトのこと。

64 マッシュアップ技術
複数の異なる提供元の技術やコンテンツを複合させて新しいサービスを提供
するための技術のこと。

65 メタデータ
データに関するデータのこと。個々のデータそのものではなく、そのデータの
所存や作成日時、作成者等を表す情報のこと。

66 メッセージキューイング
送信側のソフトは相手の都合に依存することなく、キューと呼ばれる領域に
データを格納するだけで、確実にメッセージを送り届けることができる技術の

67 文字コード変換ライブラリ 文字コードの表現形式（変換ロジックとテーブルの雛形）の集合体のこと。

68 ライフイベント
生活に身近な誰もが経験する可能性のあるイベントのこと（結婚、妊娠、出
産、育児、引越、就職、退職、介護、死亡等のこと）。

69 ライブラリ
ある特定の機能を持ったプログラムを、他のプログラムから利用できるように
部品化したもののこと。

70 レガシーシステム 固有の仕様等によって、外部との接続・連携が困難なシステム全般のこと。

71 レジストリ機能
各接続機関のサービスの仕様情報を管理する機能。情報としてWebサービ
スのレジストリを保有し、各機関との連携時に参照する。

72 ワンストップサービス 複数の関連する手続を一括で行うことが可能なサービスのこと。
※英字略称はABC順、その他は五十音順
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平 成 １ ９ 年 １ ０ 月 １ ５ 日 

平 成 １ ９ 年 １ ２ 月 １ ９ 日 改 正 

平 成 ２ ０ 年 ９ 月 １ ６ 日 改 正 

平 成 ２ １ 年 ２ 月 １ ０ 日 改 正 

平 成 ２ １ 年 ７ 月 ２ ７ 日 改 正 

内閣官房情報通信技術（IT）担当室 

次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチームの開催について 

       

 

 

 

 

 

１．趣旨 

IT新改革戦略政策パッケージ（平成19年4月5日IT戦略本部決定）及び重点計画

-2007（平成19年7月26日IT戦略本部決定）に基づき、国民や企業にとって飛躍的

に簡素で便利、かつ効率的な行政サービスの実現に向け、国・地方の枠を超えた

電子行政窓口サービスの展開を念頭に置き、フロントオフィスとバックオフィス

及びバックオフィス相互間の連携や民間手続との連携等を図ることにより、様々

な行政手続を基本的にワンストップで簡便に行える次世代の電子行政サービス基

盤の標準モデルについて2010年度を目途として構築し、実用化を目指すため、内

閣官房IT担当室電子政府推進管理室（室長：内閣官房副長官補）に官民合同の検

討プロジェクトチームを開催する。 

 

２．名称 

   本検討会は、「次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチーム」（以下

「プロジェクトチーム」という。）と称する。 

 

３．検討内容 

  上記の標準モデルの構築に資するよう、以下の検討課題について検討を進める

こととする。 

 （１）利用者視点に基づく行動フロー分析・ニーズの把握 

（２）府省間、国・地方間のバックオフィスの連携 

（３）国と地方公共団体の情報システムのデータ標準化 

（４）次世代電子行政サービス基盤のグランドデザインの策定 

（５）次世代電子行政サービス基盤の標準モデル等の構築 

（６）上記検討事項に関連して検討、調査等を要する事項 

 

４．構成員 

 別紙のとおり 

 

５．運営 

 （１）プロジェクトチームに座長を置く。座長は、構成員の互選によってこれを

定める。 

 （２）プロジェクトチームにワーキンググループを置くことができる。 

 （３）プロジェクトチームの構成員については、必要に応じ追加することができ

る。 

  （４）上記各項に掲げるもののほか、プロジェクトチーム及びワーキンググルー

プの運営に関する事項その他必要な事項は、座長が定める。 

 

６．庶務 

   プロジェクトチームの庶務は、総務省の協力を得て、内閣官房（情報通信技術（IT）

担当室）が処理する。 
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（別紙） 

「次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチーム」 構成員名簿 

 

井堀
いほり

 幹夫
みきお

 市川市情報政策監（CIO） 

 

梅本
うめもと

 和典
かずのり

   イオン株式会社執行役グループＩＴ責任者 

 

遠藤
えんどう

 紘一
こういち

 (社)日本経済団体連合会情報通信委員会情報化部会長 

（株式会社リコー取締役副社長執行役員） 

 

大島
おおしま

 悦郎
えつろう

 東京電力株式会社情報通信事業部長 

 

小嶋
こ じ ま

 淳司
あ つ し

 日本商工会議所情報化委員会委員長（大阪商工会議所副会頭 

社団法人大阪外食産業協会相談役理事） 

真藤
しんどう

 務
つとむ

 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

    執行役員第一法人営業部長 

鈴木
すずき

 清
きよ

晃
てる

 郵便局株式会社専務執行役員 

 

鈴木
す ず き

 尚
ひさ

志
し

 東京都総務局情報システム部長 

 

須藤
すどう

 修
おさむ

 東京大学大学院情報学環教授 

 

茶谷
ちゃや

 達
たつ

雄
お

 電子政府推進員 

 

中 島
なかじま

 純 三
じゅんぞう

 (財)全国地域情報化推進協会技術専門委員会副委員長 

（株式会社日立製作所執行役専務情報・通信グループ長&CEO） 

 

横江
よこえ

 公
く

美
み

 PACIFIC21 代表 

 

横塚
よこつか

 裕
ひろ

志
し

 東京海上日動火災保険株式会社常務取締役 

 

 

座長

座長代理
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金融庁総務企画局総務課長 

総務省大臣官房企画課長 

総務省情報流通行政局情報流通振興課長 

法務省大臣官房秘書課長 

財務省大臣官房文書課長 

厚生労働省大臣官房統計情報部企画課長 

農林水産省大臣官房情報評価課長 

経済産業省商務情報政策局情報政策課長 

国土交通省総合政策局情報管理部行政情報化推進課長 

 

オブザーバー 内閣官房情報セキュリティセンター内閣参事官 

       内閣府規制改革推進室参事官 

 

 

事務局 

   内閣官房情報通信技術（IT）担当室 

   総務省行政管理局行政情報システム企画課 

   総務省自治行政局地域政策課 
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次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトのワーキンググループについて 

次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチーム 座長 須藤 修 

（趣旨） 

 次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチーム（以下「プロジェクトチーム」と言

う。）では平成２０年６月４日にグランドデザインを策定したところである。 

 グランドデザインに示した電子社会の実現に向けた第一歩となるワンストップサービスの実

現に向けて、具体的に検討を行うこととする。 

 引越、退職の手続については、以下のとおり、ワーキンググループを設置し、そこでの検討

結果を適宜プロジェクトチームに報告する。 

 

引越ワンストップサービス実現検討ワーキンググループ構成員名簿 

 井堀 幹夫  市川市情報政策監（CIO） 

 後藤 玲子  茨城大学人文学部社会科学科准教授 

佐藤 一夫  株式会社ＮＴＴドコモ法人営業本部モバイルデザイン推進室担当部長 

佐藤 政行  (社)日本経済団体連合会情報通信委員会情報化部会ＩＴ新改革戦略推進ワ

ーキンググループ委員（株式会社セブン＆アイ・ホールディングスシステム

企画部CVSシステム執行役員シニアオフィサー） 

  下田 喜宏  東京電力株式会社新事業推進本部情報通信事業部コンシューマーソリュー

ション事業グループ マネージャー 

野田 和也  郵便局株式会社専務秘書役 兼 地域ＣＯＯ統括担当部長 

 吉本 明平  (財)全国地域情報化推進協議会企画部担当部長 

総務省  

法務省 

経済産業省 

  

退職ワンストップサービス実現検討ワーキンググループ構成員名簿 

桑山 義明  株式会社シーガル代表取締役社長 

小原 純治    健康保険組合連合会組合支援事業部業務支援グループ指導員 

 柴崎 亮介  東京大学教授・空間情報科学研究センター長 

 芝田 文男  企業年金連合会企画振興部長 

 高柳 昭彦  川口市企画財政部次長兼情報政策課長 

多田 明博  (社)日本経済団体連合会情報通信委員会情報化部会ＩＴ新改革戦略推進ワ

ーキンググループ委員（東レ株式会社経営企画室部長） 

総務省 

国税庁 

 厚生労働省 

 社会保険庁 

 オブザーバー 総務省 情報流通行政局 地域通信振興課 地方情報化推進室 

 

主査 

主査 
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開催状況 

 
次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチーム 

第１回会合（平成 19 年 10 月 17 日） 

・座長の選任等 

・検討の背景・経緯及び主な検討課題等について 

・関係団体からのヒアリング 

・特定非営利活動法人 東アジア国際ビジネス支援センター（EABuS） 

・財団法人 全国地域情報化推進協会（APPLIC） 

・その他 

 

第２回会合（平成 19 年 12 月 20 日） 

・事務局からの報告 

・ワーキンググループの活動状況について 

・次世代電子行政サービスの基本的考え方（案）について 

・自動車保有関係手続のワンストップサービスについて 

 

第３回会合（平成 20 年 2 月 19 日） 

・ワーキンググループの活動状況について 

・次世代電子行政サービスの将来像（案）について 

・LGWAN－ASP について 

・多様なサービスを安全かつ簡易にできる次世代モバイル生活基盤の構築について 

・LCDM データ流通基盤の概要について 

 

第４回会合（平成 20 年 6 月 4 日） 

・グランドデザインについて 

 

第 5 回会合（平成 20 年 9 月 16 日） 

・事務局からの報告  

・政府における取組状況等について  

・２００８年度のＰＴ・ＷＧの進め方（案）について  

・地域情報プラットフォーム推進事業について  

・関連するサービスのヒアリング 
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第 6 回会合（平成 21 年 2 月 10 日） 

・事務局からの報告  

・行政情報の共同利用支援センター（仮称）について  

・データの標準化について 

 

第 7 回会合（平成 21 年 3 月 31 日） 

・退職ワンストップサービス実現検討ＷＧ報告書（案）について  

・オープン・シティー・ポータルについて  

・シングル・サイン・オンについて  

・デジタル新時代に向けた新たな戦略 ～３か年緊急プラン～（案）について 

 

第 8 回会合（平成 21 年 7 月 27 日） 

・事務局からの報告  

・i-Japan 戦略 2015 について  

・データ標準化及びデータ流通基盤に関する動向について  

・次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチーム中間報告（構成案）について 

 

第 9 回会合（平成 21 年 10 月 26 日） 

・引越ワンストップサービス実現検討 WG 報告書（案）について 

・次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチーム中間報告（案）について 

 

 

引越ワンストップサービス実現検討ワーキンググループ 

第 1 回会合（平成 20 年 9 月 16 日） 

※ 次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチームと合同開催 

第 2 回会合（平成 21 年 2 月 23 日） 

第 3 回会合（平成 21 年 10 月 22 日） 

 

退職ワンストップサービス実現検討ワーキンググループ 

第 1 回会合（平成 20 年 10 月 30 日） 

第 2 回会合（平成 21 年 2 月 2 日） 

第 3 回会合（平成 21 年 3 月 24 日） 




